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はじめに
新潟県は他県に比べて大学進学率が低い。本論はそ
の要因を探るための第一歩として、統計データに基づ
き大学進学率の決定要因について考察したものであ
る。【図表１】は、大学進学率の全国平均と新潟県の
推移を示している。新潟県はかつて全都道府県中で最
下位が長く続いた時期があった。1990年代以降上昇傾
向にはあるものの、全国平均との乖離は依然として大
きい。近年は全国最下位から脱しているが、2005年度
のデータで見てまだ33番目である。
こうした状況は本当に由々しい問題なのかどうか、
その絶対的な価値基準は存在しない。他方で新潟県は
専門学校進学率が全国一高い。その点で、実学的な志
向が強い点をむしろ評価すべきだという見方もありえ
よう。しかし、筆者は新潟県において大学教育に携わ
るなかで、大学教育を通じて視野を広めることは個々
の学生の生涯設計にとって間違いなくプラスであると
確信している。さらに、専門知識に加え幅広い素養も
身につけ応用力を高めた人材が大学を通じて多く輩出
されれば、新潟県地域の生産性は向上するのではない
か。そうした考え方に立つと、大学進学率の一層向上
は地域にとって重要な課題となる。これは本論の前提
となる基本的立場である（２）。
大学進学率の向上について考えるには、まず新潟県
の大学進学率が他県に比べて低い理由を把握する必要
があるが、それは必ずしも明らかではない。筆者は高
等学校や大学において、その要因に関する様々な論議
に触れた。所得など経済的な要因を強調した見方、大
学の教育供給能力に着目した見方、大学教育の代替財
である専門学校の影響力に着目した見方、実学志向の
高さという「地域伝統」に着目した考え方、県内高校
生の学力水準に帰する考え方など様々である。
本論では新潟県の大学進学率の分析という課題に取
り組む第一歩として、これらの様々な直感的議論の真
偽を統計的分析をもとにある程度検討するとともに、
大学進学率の決定要因について考えてみたい。なお、
本論は実証過程で時系列の都道府県別クロスセクショ
ン・データを活用したパネルデータ分析を行っている
点に特徴がある。後述の通り、パネルデータ分析とは
時系列データとクロスセクション・データのプーリン
グ・データを用いた分析手法で、近年様々な分野で盛
んに利用されつつある。
本論の構成は次の通りである。まず次節で大学進学
率の決定要因に関する先行研究を紹介した後、本論の
基本的視点となる人的資本論に基づいた内部収益率ア
大学進学率の決定要因に関する考察
～都道府県別パネルデータ分析による内部収益率アプローチの検証
（１）
長岡大学助教授 石　川　英　樹
【目次】
はじめに
１．先行研究
２．本論の基本的な考え方
～人的資本論の内部収益率アプローチ
３．データと分析手法（パネルデータ分析）
４．分析結果
５．まとめと今後の課題について
論稿
図表１　大学進学率の推移
106
プローチについて概説する。その後基本的な定式化に
ついて説明した後に、分析に用いた統計と分析手法に
ついてみる。そうして分析結果の解説を行い、最後に
本論のまとめと残された課題について述べる。
１．先行研究
（１）大学教育市場の均衡（不均衡）分析
経済理論を用いた大学進学率の決定要因に関する先
行研究は数多い。その基本の１つは、大学進学率に係
る様々な要因を大学教育市場における需要面と供給面
に峻別し、そのいずれかまたはその両者について分析
したもので、大学教育市場の均衡（場合によっては不
均衡）分析のアプローチである。荒井（1990、2002）
や藤野（1986）は、このアプローチから日本全体の大
学進学率分析の基本的フレームワークを整理し、主と
して時系列分析の視点で市場の構造的変化について考
察している。
さらに、この枠組みにおける需要面の分析として代
表的なのは、人的資本論をベースとした内部収益率に
基づく理論である。大学進学を各個人に対する投資と
捉え、その内部収益率をもとにして投資するか否かの
判断がなされると考える。すなわち、大学進学率が大
学教育の私的費用と私的便益の流列に基づいて決定さ
れるとするもので、Becker（1964）以来のオーソドッ
クスなアプローチだといえる。たとえば、荒井（1990）
は均衡が常に需要曲線上にあるとの仮定のもとに、こ
の内部収益率分析が大学進学率解析の理論的枠組みの
中心になるべきことを解説している（３）。
（２）質的（離散的）従属変数推定モデル
他方で、高校生個々人の進路決定に関する質的（離
散的）従属変数推定モデルを用いた分析アプローチが
ある。大学進学率は個々の高校生が進路選択する結果
決定されるものであることから、「大学へ進学する／し
ない」という意思決定問題に焦点を当て、その質的選
択の行動方程式を明示的に推計しようとするアプロー
チである。大学へ進学するかしないかという二者択一
であれば二項モデルになり、大学進学、専門学校進学、
短大進学、就職、というように３つ以上の中からの選
択について考える場合は多項モデルになる。いずれに
せよ、個人の様々な社会経済的属性が大学進学率にど
の程度の影響を及ぼしているかを統計的に実証するこ
とになる。ただし、独立変数となる様々な社会経済的
属性にどのようなものを取り上げるかという点に関し
て、均衡（不均衡）分析に比べて理論的基盤が弱くな
りがちである。推計式がその分 ad hoc なものになり
やすいとの批判がありうる点に注意が必要であろう。
（３）地域間格差分析
上記の２つの基本アプローチの下で、近年はマクロ
全体についてではなく進学率の地域間格差を分析対象
とした先行研究が数多く見られるようになってきた。
そうしたなか、既述の通り新潟県は全都道府県中で最
下位に低迷する時期が続き、大学進学率の向上が新潟
県の高校教育行政の大きな課題とされていた。その政
策の基本的方向性を検討する必要性もあって、特に新
潟県の大学進学率に注目した分析もある。藤村（1996）
は都道府県別クロスセクション・データを用いて検討
を行い、新潟県の課題を見出そうとしている。①学部
の多様性と学生収容力でみた大学教育の供給構造、②
センター試験結果でみた高校生の平均学力水準、③家
計の平均所得でみた保護者の負担能力、の３点を中心
に説明要因として取り上げ進学率決定関数を推計した
結果、学力水準と大学の供給構造の説明力が強いとし
ている。さらに、各都道府県について大学学部の多様
性指標を算出し説明変数として加えて、さらに各県の
県内進学率と県外進学率を分けて推計を行った結果、
多様性の高まりが県内進学率にもたらす影響が有意に
プラスになるとしている。
また、大学進学率の地域差をより明示的に捉えよう
とした研究として、田中（1998a、b、c）、友田（1970）、
堀内（1975）、舞田・松本（1999）、舞田（2003）など
がある。田中（1998 a、b、c ）は質的従属変数推定モ
デルを用い、都道府県別データで分析を行っている。
多項および二項ロジット・モデルにより、高校生の卒
業後の進路決定に関して推計したものである。特に田
中（1998c）では、1991年の男女別大学進学率に関す
る都道府県別クロスセクションデータの推計を通じ
て、「県民全体の過去の大学進学率」、「（国勢調査の職
業分類を基準にした）母親の社会的地位」などの属性
が男女ともに有意にプラスの効果を与えているとの結
論を得ている。
堀内（1975）は、地域的な大学進学率分布の分析に
ついてオーソドックスな人的資本の教育投資理論がど
の程度の説明力を持ちうるか検討している。①中央
（東京、京都、大阪の３都府）の大学に進学、②地元
大学に進学、③大学進学せず就職、という３つの選択
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からの個人の意思決定で異時点間にわたる効用極大化
モデルを定式化し、1968年と1971年の都道府県データ
を用いて実証分析を試みている。結論として、個人の
家計の経済的状況を表す個人所得は地元大学進学率に
ついて常に有力な説明要因になるとはいえないこと、
大学進学の機会費用となる放棄所得の説明力も有意で
はないこと、各地域の大学の収容能力はきわめて有意
な説明力を有することなどを示した。
さらに、都道府県間の格差にとどまらず、舞田
（2003）のように県内における地域間の進学率格差を
俎上に載せ格差要因の分析を試みた研究もある（４）。
２．本論の基本的な考え方
～人的資本論の内部収益率アプローチ
（１）基本的な定式化
以上の先行研究を踏まえつつ、本論では均衡（不均
衡）分析のフレームワークのなかで、内部収益率アプ
ローチに依拠し若干の修正を加えた形で、地域別の進
学率の格差の規定要因に関する実証分析を行いたい。
具体的な大学進学率決定関数は、以下の通り定式化する。
大学進学率＝
Ｆ（放棄所得，家計の所得，大卒・高卒間の
期待賃金格差，大学教育供給力）
本節では以下、本関数に関して具体的に論ずる。
（２）大学教育の私的費用
内部収益率アプローチに依拠する以上、まず考慮せ
ねばならない項目は、大学教育の私的費用と私的便益
に関する変数である。この２つにより大学教育の内部
収益率が定まり、それが各個人の他の投資機会の収益
率より高いか否かにより大学進学の決定がなされる。
大学教育の私的費用とは、大学に進学するために個
人またはその家計が負担せねばならない費用である。
その主なものとして、各地域における①学生一人当た
りの大学へのさまざまな納付金、②授業料、③課外活
動費、④放棄所得（ foregone earnings ）が挙げられ
る。このうち①～③については、地域間の進学率格差
に焦点を当てている点からは本質的なものではないと
考えられよう。堀内（1975）の指摘にもあるように、
これらの費用はどの地域に居住しているかで顕著に異
なるものではないからである。本論でも同様の認識か
らこれらを明示的に取り扱わない。
他方で、④については一般に無視することはできな
い。放棄所得とは、ある個人がもし大学に進学しない
でいたら得ることができたであろう収入を意味してお
り、たとえばそれは各地域における高卒労働者の賃金
等で把握することができる。ただし、高卒労働者の地
域を越えた移動可能性が高ければ、都道府県別に放棄
所得を区別する意味はなくなる点に注意が必要であ
る。厳密にはデータにより移動可能性を検討する必要
があるが、本論では都道府県ごとに新規高卒労働者の
労働市場は分断されていると仮定し、都道府県別に放
棄所得を捕捉することとした（５）。これが大きいほど大
学進学の機会費用は大きいことを意味するため、負の
符号が期待されよう。
以上のほか、私的費用を構成するものとして、学生
が大学進学によって実家を離れた生活を余儀なくされ
る場合の追加的生活費（大都市圏での生活費と実家で
の生活費の格差等）についての取扱が問題となりうる。
これは大都市圏から離れた地域から大都市に立地する
大学への進学を考えるケースで、特に重要な決定要因
になるであろう。
しかし、本論では当該費用を明示的に取り上げない。
複雑化を避けるためということに加えて、後述の通り
相対価格化の視点で家計の所得を説明変数に加えてい
ることによる。その意味は以下の通りである。１世帯
あたりの所得額が高い地域ほど１人あたりの消費支出
は多くなると考えられ、それだけ大都市圏の大学に進
学することに伴う追加的生活費は小さくなると考えら
れる。その結果、所得と追加的生活費との間で多重共
線性が発生する可能性が高くなるため、多重共線性の
回避のために追加的生活費を加えないのである。
以上の私的費用は、１世帯あたり所得との相対価格
で評価されるべきである。そこで、先述の通り家計の
所得が説明変数として加えられる。荒井（1990）によ
れば、マクロ分析において学校納付金と個人所得のみ
で進学率をかなり説明することができるとしている。
反面、都道府県間の格差分析では、所得が有意な説明
力を持たないことを示す先行研究も多く、本論での推
計結果が注目される。所得の係数の符号は正が期待さ
れる。
（３）大学教育の私的便益
多くの先行研究に従えば、大学教育の便益は、①大
学卒業後に享受が期待される大卒と高卒・短大卒・専
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門学校卒との間の賃金差、②非経済的・精神的便益、
の２つに大別される。このうち後者としては、大卒と
いう学歴を得ることに伴う精神的効用などが挙げられ
るが、実証のための定量的把握が困難である。無視し
得ない要因だとは考えられるが、本論では取り上げな
いこととした。
他方で、大卒とそれ以外の期待賃金格差については、
進学率に対して正の説明力を有することが期待されよ
う。ただし、進学決定の判断において現実に考慮され
るのはあくまで「期待される」賃金差であり、その定
量的捕捉は厳密には不可能である。実証段階での具体
的対応が論点になるが、理論的には進学率に対してプ
ラスの効果を有すると期待される。
なお、大学教育の便益は将来に及ぶため、理論上は
その主観的割引率も問題になる。多くの先行研究では、
市場利子率などが代理変数として採用されている。し
かし、後述の通り、本論は様々なデータ制約上、すで
に超低金利に移行した後の1990年代以降に分析対象を
限定していることから、割引率の有意な説明力はあま
り期待できない。そのため、割引率の要因は明示的に
取り上げなかった。
（４）供給要因
内部収益率アプローチを基本とする上では、以上で
解説した諸要因のみで一応十分だということになる。
既述の通り、荒井（1990）等は基本的にこの立場をと
る。それに対して、本論は供給面の要因として大学教
育供給力を説明変数として加えることで、内部収益率
アプローチに修正を加えている。大学の収容能力の地
域分布の存在は、高校生の進路選択における前提とな
っていることから、その要因をコントロールした上で
内部収益率要因を捉えようとするのである。その点で、
本論は供給要因を加えつつもあくまで基本は需要サイ
ド分析を中心に据えていることを強調しておきたい。
当然ながら、大学進学率にの説明要因として正の符号
が期待される。
（５）専門学校について
供給サイドに関連して、専門学校の存在をいかに定
式化するかが一大論点となる。現実に、高校生にとっ
て専門学校は進路選択の１つである。つまり、専門学
校は大学の代替財としての性格を有し、近年の専門学
校進学率の上昇は大学進学率にマイナスの影響を与え
ている可能性が考えられる。【図表２】は2005年にお
ける各都道府県の大学進学率と専門学校進学率を示し
ている。確かにこの図によると、専門学校進学率が高
い都道府県では大学進学率がおおむね低い傾向にあ
る。専門学校の存在は、教育現場においても新潟県の
大学進学率について議論する際にポイントの１つとし
て取り上げられることが多い。新潟県は専門学校進学
率が近年全国１位を維持しており、専門学校の存在が
大学進学率を抑える主要な要因となっているという見
方が教育の現場を中心に根強い（６）。
意外なことに、専門学校が大学進学率に与える影響
についてみた実証研究は少ない。荒井（1990）はその
数少ない先行研究である。マクロベースでの大学進学
率の決定要因分析において、専門学校が登場した1976
年以降についてダミー変数を説明変数として加え、専
門学校の登場が有意な効果を持つかどうかを調べてい
る。その結果、このダミー変数の係数は有意でなく、
専門学校は大学の代替的な役割を果たしていないと結
論付けた。
本論では、専門学校に関連の要因を明示的には取り
上げなかった。荒井（1990）の結論を踏襲したことと、
分析を単純化するためである。さらに、少なくとも新
潟県に関して、専門学校の要因を過度に強調すること
は適切ではないことも指摘しておきたい。専門学校が
発足する前から新潟県の大学進学率は低かったからで
ある。専門学校は1976年に学校基本法の改正により専
修学校制度の発足とともに生まれたが、1970年代前半
において、新潟県の大学進学率は全国最下位に低迷し
ていた。低い大学進学率の原因を専門学校の存在に帰
図表２　大学と専門学校の進学率（2005年）
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する考え方は、1975年以前の低進学率を説明すること
ができないのである。
しかし、現実に高校生にとって専門学校への進学と
大学への進学が（少なくとも卒業時）ともに択一的な
選択肢となっていることから、２つの間に有意な関係
がないとする結論は説得力に欠けることも事実であろ
う。その点で、専門学校の要因のより明示的な研究は
今後の課題として残る。ダミー変数による分析にとど
まらず、各県の専門学校教育サービスの供給量を説明
変数として加えた分析などの検討を行っていきたい。
３．データと分析手法（パネルデータ
分析）
（１）利用データについて
ここでは、従属変数である①大学進学率、および前
節において解説した４つの説明要因（以下の②～⑤）
のそれぞれについて、採用した具体的な統計データを
解説する。なお、本論では、時系列データの範囲を、
1996、1999、2001の３時点に限定している。その結果、
後述の通り推計方法の検証において問題が発生してい
る可能性がある。本来は安定的な推計を行うためによ
り広範囲のデータを利用すべきであるが、データ入手
に関する様々な制約により限定せざるを得なかった。
範囲の拡大は今後の課題である。
①大学進学率
文部科学省『学校基本調査』をもとに、男女合計に
ついて都道府県別の高校卒業者数を分母に、分子に当
該都道府県の大学進学者数をとった比率を用いた（７）。
ここでいう大学とは４年制の大学で、短大は含めない。
ここでの１つの論点は、従属変数を進学率にすべき
か志願率にすべきかという問題である。大学教育に対
する需要ということでいえば、志願率の採用が適切だ
とも考えうる。この点について荒井（2002）は、大学
教育は対価を支払うだけでは購入できず、入学必要最
低水準以上の学力があることを入学試験で示した者の
みが入学を許可される点に着目し、進学率の方が適当
だとしている。つまり、志願者数には学力が不十分な
者の教育需要も誤って顕示されるのである。本論も同
様の考え方に立ち、進学率を採用する。
さらに、男女を分けて分析するかどうかも問題とな
る。直感的にも男子と女子とでは進学の判断を左右す
る影響が異なることが推察される上、数多くの先行研
究でも男女別に進学率関数が推計されており、その多
くで決定要因の説明力について異なる結果が得られて
いる。筆者も当初は男女別推計を試みたが、データの
制約等により実現できなかった。今後の課題としたい。
②放棄所得
放棄所得については、都道府県別の高卒労働者（男
性）の初任給の値を用いて（厚生労働省『賃金構造基
本統計調査』より）、その対数値を求めた。ただし、
高校生は大学進学、専門学校進学、短大進学、就職、
という選択肢の中から判断しており、厳密には高卒で
就職する場合の給与のみではなく、専門学校、短大に
進学した場合の卒業後２年間の給与についても考慮す
る必要がある。本論では、データ上の制約と単純化の
ために高卒との比較だけを考えている。
③家計の所得
内閣府経済社会総合研究所『県民経済計算』により、
1995暦年基準実質ベースの要素費用表示の一人当たり
県民総所得（対数値）を採用した。ただし、本論の分
析対象期間（1996～2001）は景気低迷期で多くの都道
府県で県民所得は伸び悩んだ時期である。そうしたな
かで、所得面の影響力がどのように推計されるか要注
意である。
④大卒・高卒間の期待賃金格差
大学進学により将来得られるであろう期待便益につ
いては、先述の通りそれを厳密に表す統計は存在しな
い。この点に関連して、高校生は各地域における現時
点での学歴別所得格差をもとに、将来の学歴に基づく
賃金格差について適応的な期待形成を行うと仮定する
ことはもっともらしいであろう。そこで、地域別の学
歴別賃金格差を示す統計量が望ましいが、そうした時
系列データは存在しない。たとえば『賃金構造基本統
計調査』においても、都道府県別データについて学歴
別賃金の統計が公開されていない。
そこで本稿では、大卒・高卒間の期待賃金格差を大
企業分布格差により代理させることとした。具体的に
は、経済産業省『事業所・企業統計』の都道府県別デー
タにおける、「従業員数100人以上の事業所数／全事業
所数」の比率を用いた。
一般に大企業と中小企業との間には賃金格差が存在
しているが、他方で大企業では大卒を中心に新卒者を
採用している（８）。すなわち、大企業が多い地域ほど大
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卒が高卒・短大卒・専門学校卒との間の賃金差を享受
できる可能性が高く、その可能性の高さをみてより多
くの高校生が大学進学を選択するだろうと考えるわけ
である。この論理にはある程度のもっともらしさはあ
るが、学歴間の賃金格差に関するデータの採用の方が
より望ましいであろう。今後の課題としたい。
⑤大学教育供給力
大学教育供給力を示す指標としては大学の収容能力
を採用し、具体的には『学校基本調査』により各都道
府県内の大学への新規入学者総数を前年度の当該都道
府県内の高校卒業生総数で割った比率で定義した。
2001年について、それをみたのが【図表３】である。
地域間で相当の違いがあることがわかる。なお、収容
能力とする以上、本来はその算出に大学への新規入学
者総数のかわりに大学の定員数の合計を用いるべきで
あるが、その集計は膨大な作業となることから本論で
はそれを断念した。
また、より本質的な問題として、収容能力を量的な
面のみならず質的な面で捉える必要が無いかという論
点がある。各地の大学の学部の種類の多さが進学率に
影響を及ぼしている可能性があるからである。限界的
な学生にとって、身近に自分が志向する分野の学部を
持つ大学がない場合、それが大学進学を断念する要因
となりうるであろう。その点で、藤村（1996）におけ
る学部の多様性指標なども参考に質的に見た供給の充
実度を明示的に取り上げることを検討してゆきたい。
さらに、各地域における大学への物理的なアクセス
条件（距離や移動コストなど）も重要な供給構造の１
つとして分析対象とすべきかもしれない。今後、内部
収益率アプローチをこうした供給サイドに関する諸要
因でどこまで修正すべきかを検討しながら、本論にお
ける分析を補強していく必要があろう。
（２）パネルデータ分析の活用
以上の理論に基づいた推計について、実証手法とし
てパネルデータ分析を用いる。先述の通り、これは時
系列データとクロスセクション・データのプーリン
グ・データを用いた分析手法である。筆者の知る限り、
大学進学率の分析においてパネルデータ分析を用いた
研究はこれまでほとんどみられない。北村（2005）は、
パネルデータ分析の利点として以下の点などを指摘し
ている。
・経済主体間の異質性も異時点間の異質性もコントロー
ルできること。
・サンプル数が大幅に増えて自由度が増すこと。
・経済主体固有の性質に起因する異質性を取り除いた
後の効果をみるうえで有益であること。
これらパネルデータ分析の効用を踏まえて、以下で
は47都道府県の時系列データからなるパネルデータを
活用する。サンプル数を増やし自由度を増して信頼性
を高めるとともに、各都道府県の異質性をコントロー
ルした検定を行うことを試みる（９）。
注意すべきは、パネルデータ分析で特に問題となる
のは、データによる経済主体の行動関係を仮説検定す
ること自体ではなく、むしろ与えられたデータに対し
て適切な推定方法が用いられているかどうかの検証だ
という点である。その点に留意して、本論におけるパ
ネル分析では、まず各地域（都道府県）特有の効果を
考える固定効果モデル（ fixed effect model）を考える。
各地域の特有の効果をダミー変数でとらえたダミー変数
最小二乗法（ least square dummy variables model：
LSDV）による推定がなされる。特に本論では地域ダ
ミーのみを取り上げて時間効果ダミーは検討しないの
で、one factor modelということになる。
この地域ごとの個別効果の存在が正当化されるかど
うかの検定は、F検定により行われる。すなわち、固
定効果モデルにおける地域別の定数項がすべて等しい
という制約が課されるケースはプーリング推定法と呼
ばれるが、F検定によりこの制約が無効であるとする
帰無仮説を検定するのである。
続いて、変量効果モデル（ random effect model）
を考える。すなわち地域ごとの個別効果が確率変数だ
と仮定した推定である。一般に、変量効果モデルが適
しているのは母集団から無作為に N個抽出するような
ケースである。その後、固定効果モデルと変量効果モ
図表３　大学の収容能力（2001年）
111
デルの間のモデル選択について、Wu-Hausman test
を用いて検定する。すなわち各地域の個別効果要因が
説明変数と無相関であるという帰無仮説についてカイ
二乗検定を行う。棄却されれば、固定効果モデルが正
当化される。
４．分析結果
推計結果は【図表４】の通りである（10）。まず、固定
効果モデルと固定効果なしのＦ検定統計量は1169であ
り、固定効果モデルに対してプーリング推定（ plain
OLS）は強く棄却される。また、プーリング推定では
有意性、理論的条件からみて有効な推計結果が得られ
ているとは言いがたい。
続いて、固定効果モデルと変量効果モデルの選択に
関してWu-Hausmanテストを行った。しかしながら、
検定統計量は負となり有効な検定量を得ることができ
なかった。すなわち、この検定統計量は非負になるこ
とが期待されるが、松浦他（2001）が指摘するように
実際の有限サンプルの推計では負になることがある。
本論では分析対象を３時点に限定しており、その点が
影響している可能性がある。今後、統計を拡張整備す
るなかで改善してゆくべき課題である。
ただし、進学率の地域間格差の分析においては地域
ごとの特殊性の把握がポイントとなり、その点でここ
では固定効果モデルの推計結果に注目したい。【図表
４】の固定効果モデルによると、一人当たり県民所得
の符号が期待に反して負になっている。これは前節で
触れたように、分析対象期間の特殊性による可能性が
高いとみられるが、先行研究の多くで所得の有意性は
弱く慎重な検討が必要である。また、高卒初任給の係
数も負となっており、その解釈は難しい。これは、一人
当たり県民所得との重共線の問題を生じている可能性
もあり、基本的な定式化について疑問を投げかける結
果となったと言わざるを得ない。反面、大企業比率と
大学収容能力については有意かつ理論整合性のある結
果が得られている。大企業比率では学歴間の期待賃金
格差を代理させており、賃金格差の強調が大学進学率
にプラスに作用する可能性を示唆していると言えよう。
なお、固定効果の大きさについてみると、新潟県は
－0.0771となっている。これは本論での定式化により
直接的に観測されない地域固有の要素による寄与分の
大きさを示している。８％ポイント程度大学進学率を
引き下げている特殊な要因が存在していることを意味
し、この内容の分析も今後の課題である。
５．まとめと今後の課題について
本論は今後の課題を多く残しており、発展途上の試
論としての性格が強いものである。最後に、これまで
に触れたもの以外に、分析手法を中心に重要な検討課
題を以下に整理しておく。
本論のパネル分析では、時間効果について取り上げ
ず個別効果の one factor modelのみによるパラメータ
推計を行っている。すなわち、都道府県別の特殊性の
みに配慮し分析を簡略に行い two factor modelでの推
計を省略している。特に時系列でみて３時点のみのデー
タによる分析であることも、簡略化した理由である。
ただし、経済構造の変化に伴う専門性志向の高まり、
経済の成熟化でライフコースが変化し大学進学に対す
る選好が変化するなどといった経年的な変化もまった
く無視することはできないであろう。本来は、時間効
果も含めた推計式により two factor modelによるパラ
メータ推計も行ったうえで、統計的な検定により最も
適切なモデル特定化を決定すべきである。各パネルデー
タ分析で何がもっとも適切な分析手法かという選択
は、そのパネルデータ自体に決めさせるべき問題であ
図表４　推計結果の概要
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る。その点で、推計された大学進学率の各決定要因の
パラーメータは概ねその影響力の大小を示していると
は考えられるが、厳密には過大ないし過小に計測され
ている可能性があり注意が必要である。
さらに、本論では静学なアプローチにより大学進学
率の決定メカニズムを検討しているが、動学的な視点
からの検討も必要な可能性がある。たとえば、筆者に
よるこれまでの高校の進学指導教員や高校生、大学生
との意見交換やヒアリングにおいては、各高校生の進
路決定が先輩や同級生の進路から影響を受けている点
も示唆されている。すなわち、身近な先輩の多くが専
門学校に進学している場合、そのこと自身が専門学校
進学のためのプラス要因となり、大学進学率にマイナ
スに寄与する可能性が大いに考えられるのである（11）。
本論ではそのメカニズムを明示的に分析していないが、
先行研究において、各地域住民全体の大学進学率が各
年の大学進学率にプラスの影響を与えていることを示
す結果が得られている（たとえば田中（1998c）など）。
このことは、過去の進学状況がラグを持って決定要
因となっている可能性を示唆している。それは被説明
変数のラグが推計式に入るべきことを意味することか
ら、ダイナミック・パネル推定を試みる必要性が生じ
る。この点も今後の課題として指摘しておきたい。
＜註＞
（１）本論の作成において重要なベースとなったのは、
出前授業や進路相談等でうかがった新潟県内各
高等学校の先生方との懇談や意見交換を通じて
得られた様々な知見、着想である。また、基本
的な理論的枠組みに関しては、元国民経済研究
協会理事長叶芳和先生のご教示によるところが
大きい。深く感謝申し上げたい。なお、いただ
いた数々の貴重なご指導にもかかわらず依然と
して残っているであろう誤りや問題点について
は、すべて筆者の責任であることは言うまでも
ない。
（２）石川（2006）を参照されたい。同書は高校生が
大学進学という進路選択をすることの意義を専
門学校等への進学と比較しつつ整理している。
（３）荒井（1990）では大学教育サービスの供給側の
行動を明示的に取り入れていない。供給面への
言及が無いとの批判に対する反論として、供給
は需要に依存するとした主張を藤野（1986）か
ら援用している。さらに、1970年代以降につい
ては大学入学者数合計が減少傾向で推移してい
ることから、供給に制約があったわけではない
点も付け加えて、需要サイドの分析のみの正当
性を主張している。
（４）舞田（2004）は大学進学率の規定要因として各
地域の地理的環境に着目し、市部人口比や小中
学校のへき地校指定率などを取り上げて地域間
の格差について分析している。
（５）ホクギン経済研究所（2006）を参照されたい。
同書では新潟県長岡地域（長岡市を中心とする
長岡公共職業安定所管内）における全高等学校
でのアンケート、ヒアリング調査結果をとりま
とめている。それによると、高校生で他地域、
他県への就職希望はほとんど見られない。
（６）週刊ダイヤモンドの2004年10月16日号特集「大
学よサヨウナラ～驚異の専門学校」は、新潟県
の大学進学率が低く専門学校進学率が高いのは
「地元に手広く事業を展開する専門学校グループ
があるからだ」としている。
（７）この場合、新規入学者数に浪人生が含まれてい
るという問題が生じる。それは必ずしも無視し
得ない可能性があるが、統計入手上の制約から
データをそのまま用いた。
（８）石川（2006）p.10を参照されたい。
（９）パネルデータ分析の詳細については Greene（2003）
の“Ch13. Models for Panel Data”（pp.283～
338）、浅野・中村（2000）の「第12章パネルデー
タ」（pp.223～237）、北村（2005）等を参照のこ
と。最近のパネルデータ分析理論の展開に関す
るサーベイについては、北村（2003）が詳しい。
そこでは、応用例として国際資本移動に関して
論争を惹起したいわゆる「フェルドスタイン・
ホリオカ・パラドックス」（国内投資率と国内貯
蓄率の相関の問題）を再検討しており、パネル
データ分析によれば、パラドックスはそもそも
存在しなかった可能性が高いことを明快に立証し
ている。パネルデータ分析の意義・有用性を示す
事例として非常に興味深い。
（10）なお、本論の計量分析ツールとしてはQuanti-
tative Micro Software社（http://www.eviews.
com）のEviews Ver.4.1を用いている。そのパネ
ルデータ分析への応用に関しては、松浦他（2001）
の「第10章 パネル分析」（pp.303～330）が非常
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に有益である。
（11）石川（2006）p.４を参照されたい。
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